
 

50 

 

令和７年度  社会福祉法人下妻市社会福祉協議会事業計画  

 

 

【基本方針】 

近年、少子高齢化や人口減少、核家族化、社会的孤立やヤングケアラー問題など

様々な課題が顕在化し、さらにコロナ禍の影響により、経済活動や人々の交流に制限

があったことから、地域社会のつながりの希薄化が問題視されています。また、長期

にわたり続いている物価高騰が家計を圧迫し、低所得世帯や生活困窮世帯の生活に大

きな影響を及ぼしています。 

このような状況の中、地域で様々な困難に直面した場合における支え合い活動「地 

域共生社会」の実現に向け、小地域福祉活動やボランティア活動、市民自ら主体的に

参加する住民参加型活動などの取り組みがより一層重要となっています。 

 このため、令和６年度に策定した「下妻市地域福祉活動計画」に基づき、地域の皆

さまに理解と協力を得ながら、「誰もがその人らしく安心して暮らせる地域づくり」

の実現のため、地域全体で支え合う体制の構築を目指してまいります。 

 また、コロナ禍等さまざまな理由から経済的に困窮する世帯や社会的に孤立する世

帯の増加が深刻化しているため、その自立に向けて必要な支援や相談体制の強化及

び、諸問題が解決できるよう地域福祉活動の推進に取り組みます。 

 

【重点目標】 

1．生活支援体制整備の推進 

「地域共生社会」の実現に向けて、引き続き地域住民が主体となる生活支援体制 

の整備に取り組み、第二層の日常生活圏域に応じた助け合い、支え合い活動の体制 

を強化し、活動を推進します。 

 

2．生活困窮者自立支援の充実（生活に困窮する世帯への支援） 

コロナ禍による所得の減少や失業、また物価高騰による家計負担の増加等様々な 

 要因により生活に困窮する世帯に対し、関係機関と連携を図りながら生活支援や就 

労支援等、世帯の自立に向けた支援を継続して行います。 

 

３．権利擁護活動の充実、成年後見制度の利用促進 

  判断能力が不十分な方の権利擁護を推進し、誰もが住み慣れた地域で安心して 

 暮らし続けることができる地域づくりを目指すため、関係機関と連携し「成年後見 

サポートセンターしもつま」の運営を行います。また広報活動や相談支援などを通 

して制度の利用促進を図ります。 

 

４．介護保険事業や障害者総合支援法に基づく事業の推進と安定した事業の継続 

  定期的に運営状況や収支状況の把握、分析を行い、市民に必要とされる事業の推 

進と安定した事業運営を行います。 
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５．事業推進のための財政基盤の強化と健全経営 

  市民が必要とするサービスや事業を継続するために、地域福祉活動の周知を図 

り、受託事業の推進と会費や寄付金、共同募金配分金等財源の確保に努めます。 

 

 

【法人運営・管理】  

１．総務部門 

(1)安定的で発展性のある法人運営の実施 

・社会福祉協議会の理解促進に努め、積極的な広報啓発を行うことにより、財源確 

保・財政基盤の強化に取り組みます 

・各種法令、社会的規範を遵守し、組織の体制強化や透明性の確保のため、諸規程 

 等の整備を進めます 

・法人全体の BCP（事業継続計画）に基づき、災害等不測の事態が発生した場合に 

 おいても事業が継続できるよう努めます 

(2)理事会・評議員会の開催 

・必要な会議を適宜開催し、法人の適正な運営に努めます 

(3)苦情解決体制の強化 

・苦情、要望に対し適切な対応ができるよう職員のスキルアップを図ります 

(4)広報・啓発活動 

①社協広報紙 

・社会福祉協議会の取り組みや活動を広く伝えるため、見やすい紙面づくりに努

めます 

②ホームページ・SNS 

・ホームページや X（旧ツイッター）、フェイスブック等を活用し、最新の情報を   

発信していきます 

 (5)会員増強運動の実施 

・会費の使途を明確にし、住民の理解と協力のもと財源確保を目的に寄付の仕組 

み等を検討します 

(6)支部社協 

・支部社協の活動を通じ、情報の提供及び情報交換を行います 

・地域サロン等の地域活動と連携し、支部社協の活動を推進します 

 

２．労務管理部門  

(1)職員研修 

・業務上必要な知識や技術の習得、職員のスキルアップを図るため、オンライン

での研修なども積極的に活用します 

・広域的・同時多発的な災害に備えるため、関係機関や災害時における協定締結

団体等と連携し、また「いばらき型災害ボランティアセンター運営支援システ

ム（通称 IVOS）」なども活用した災害ボランティアセンター設置運営訓練等を

実施します 
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(2)職員の健康管理の実施 

   ・職員の心身の不調の未然防止と職場環境の改善を図るため、全職員を対象とし

て健康診断やストレスチェックを実施します 

 

３．指定管理者制度に基づく施設の管理・運営  

(1)利用する方の立場に立った利用しやすい施設運営に努めます 

①下妻市福祉センター「砂沼荘」 

②下妻市福祉センター「シルピア」 

③下妻市心身障害者福祉センター「ひばりの」 

 

４．災害・緊急支援事業  

(1)災害・緊急支援事業 

・火災、風水害及び地震等で被災された方に対し、規程に基づき見舞金を支給しま 

す 

 

５．共同募金運動への連携  

(1)下妻市共同募金委員会との連携 

・共同募金会が行う事業、運動に協力し地域福祉の推進を図ります 

 

 

【地域福祉事業】  

１．相談支援・権利擁護部門  

(1)心配ごと相談事業（市受託事業） 

・日常生活における各種の問題に対し、弁護士と心配ごと相談員による相談支援を

行います 

(2)生活福祉資金貸付事業（県社協受託事業） 

  ・新型コロナウイルス特例貸付の借受人のうち、償還に遅れのある世帯や連絡の取

れない世帯へ訪問によるフォローアップ支援を継続して行います 

(3)小口資金貸付事業（自主事業） 

・資金の貸付後も定期的な生活状況の把握に努め、滞納が常態化している世帯に

ついては、返済計画の見直しや家計改善支援事業を提案します  

(4)日常生活自立支援事業（県社協受託事業） 

・多職種間での事例検討を通じて、複合的な課題を抱えた相談者への対応

を強化し利用者の権利擁護支援に努めます  

(5)成年後見制度事業（市受託事業） 

・研修会や広報活動、相談支援を通して制度の利用促進を図るとともに、身寄りの

ない方が安心して暮らせるよう新たな事業について検討します 

(6)生活困窮者自立支援事業（市受託事業） 

・生活福祉資金フォローアップ支援と連携し、潜在する福祉ニーズの掘り起こしに

努め、食料支援や就労支援、家計改善等、個々の生活状況に応じた支援を行いま

す 
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(7)学習支援事業（市受託事業） 

・全児童へのチラシ配布や学校を訪問し事業説明を行う等、事業の周知、利用促進

を図ります 

(8)無料職業紹介事業（自主事業） 

・職業紹介を通じて生活困窮世帯の生活再建を支援するため、求人情報を増やしま 

す 

(9)緊急生活援助事業（自主事業） 

  ・何らかの理由で住まいを失い、支援を受けることができない方への緊急支援とし

て、宿泊費や食費、就職活動に必要な費用等の支援を行います 

 

２．地域福祉活動推進部門  

(1)ファミリーサポートセンター事業（うぇるきっず含む）（市受託事業） 

・協力会員や利用会員の増員を図るため、広報紙等での事業の紹介や活動に関心を

寄せてもらえるような講座等を開催します 

・定例会を開催し、会員同士の共通理解を図りながら、活動しやすい環境づくりを

行います 

(2)地域子育て支援事業 

・子育てに関する相談が気軽にできるよう SNS 等を活用し情報発信に努

め、またラインを活用した「ゆまゆま」で子育て相談を実施するとともに

関係機関と連携し、子育て支援に努めます  

・様々な理由により食料支援を必要とする子育て世帯に対し、フードバン

クや企業から寄せられた食品等（生活応援セット）を年２回配布します  

・市内の多様な団体と連携・協働し、子育て世代のつながりや防災を目的と

したイベント等を開催します  

(3)乳幼児発達相談事業（ポーテージ発達相談）（一部市受託事業） 

・個別相談を月５回開催し、発達に遅れや偏りが見受けられるお子さんへ

の接し方についてアドバイスを行い、不安を抱える保護者を支援します  

・親子あそび教室「くれよん」を月４回開催し、幼稚園や保育園など集団の

中で、子どもに必要な生活習慣が身に着くよう支援します  

・多くの方に事業の周知を図るため、SNS などを通じて情報発信をします  

(4)在宅福祉サービスセンター事業（あおぞらサービス）（市受託事業） 

・相互援助事業の目的を明確にし、利用会員が必要とするサービスに取り組み、地

域支え合い活動を推進します 

・事業の周知と協力会員の増員を図るため、広報紙等で事業の紹介を行うとともに、

気軽に参加でき活動に関心を寄せてもらえるような内容の研修会を開催します 

・活動においての情報交換を目的に、子育て支援事業と合同で協力会員交流会を実

施します 

(５)生活支援体制整備事業（市受託事業） 

・地域の福祉課題等を住民が主体的に話し合い、その解決に向けた取り組みが進め

られるよう協議体運営を支援します 
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・民生委員や自治区長及び地域と連携し、生活支援を必要とする対象者やそのニー

ズの把握に努め、ささえあい活動や福祉サービスに繋げます 

・第２層協議体（地域づくりを話し合う場）の運営において、様々な立場から新た

な参加者を募り、地域課題の把握に努めます 

・生活支援コーディネーターに関する研修会への参加や近隣市町との情報共有を行

い、支援する職員のスキルアップを図ります 

(６)ささえあい推進事業 

・地域の人たちがお互いに支え合い、仲間づくりの場となるサロンの設置・運営を

支援するとともに、運営費の助成を行います 

・地域の人たちや地域の活動団体等が主体となって実施する様々な活動やささえあ

い活動を推進し支援します 

・ひとり暮らし高齢者の方の見守りの一環として、心のふれあいを目的とした季節

感のある絵手紙や、民生委員児童委員協議会の協力のもと年末にカレンダーをお

届けします 

 

3．助成事業 

(1)地域福祉助成事業（赤い羽根共同募金地域福祉助成事業） 

・地域住民や団体等が主体的に取り組む地域福祉活動を、赤い羽根共同募  

金を活用し財源面から支援することで協働のまちづくりを推進します  

(2)地域福祉活動支援事業（赤い羽根共同募金地域福祉活動支援事業）  

・住民同士が参加・協力して取り組む住みよいまちづくり事業を継続的に  

行う団体並びに当事者団体活動を、赤い羽根共同募金を活用し財源面か  

ら支援します  

 (3)地域災害対策物品助成事業  

  ・公民館を所有する自治会、自主防災組織を対象に、災害発生時に地域で  

 活用できるよう蓄電池・非常用トイレを現物助成します  

   R6 年度２５セット助成  R7 年度３５セット助成予定 

 

 

【ボランティアセンター事業】 

１．ボランティア活動事業 

(1)相談・登録・広報啓発 

・ボランティアセンターの機能を強化し、多様なボランティア活動のコーディネー

トを図るとともに、活動の推進に努めます 

・新たなボランティアの担い手づくりのため養成講座等を開催し、またボランティ

アセンターやサークル活動の情報発信を行います 

・イベントや養成講座等でノベルティを配布し、ボランティアセンターの PR を行

います 
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(２)ボランティア活動助成事業 

・ボランティア団体及び福祉教育を実施している市内小中学校へ助成金を交付し、

活動を支援します 

・ボランティア活動保険の加入に際し、保険料の一部を助成します 

(３)ボランティア育成事業 

・夏休みに小学生親子を対象とした防災学習を実施し、ボランティア活動に興味・

関心を持つきっかけを作ります   

・市民が新たにボランティアに取り組む契機となるよう、ボランティア養成講座「ス

クエアステップリーダー養成講座（全 5 回）」を開催します 

・活動の質や意欲の向上を図ることを目的とし、個人ボランティアやサロンの代表

者が一堂に会し、意見や情報交換ができる場を設けます 

 

２．福祉教育支援事業  

・学校や地域において〝ともに生きるちから〟を育むため従来の内容を見直し、新

たな学びや気づき、地域と学校のつながりが生まれる福祉教育プログラムを作

成、実施します 

・学校や地域において福祉教育を推進するため、わかりやすい事業の周知に努めま 

 す 

 

３．善意銀行  

(１)善意銀行 

・古切手や善意の金品の預託など、身近でできるボランティア活動への参加に関心

が高められるよう広報周知に努めます 

・善意銀行で集まった寄付物品を必要とする施設や団体等へ配布します 

(２)フードバンク事業 

・市民に、きずな BOX 等食品の寄付のしくみやフードバンクに関する情報をわか

りやすく発信し、気軽にボランティアができる機会をつくります 

・関係機関と連携しながら、食糧支援を必要とする世帯の生活の安定・自立促

進を図ります  

 

４．災害ボランティアセンター事業  

・平時より関係機関や多様な団体との関係づくりに努め、発災時に連携・協働でき

る団体を増やします 

・大規模災害に備え、災害ボランティアセンター運営に関する研修や訓練を行いま

す 

・茨城県災害ボランティア登録制度への登録について、市民（個人）をはじめとし

市内企業や団体に働きかけ、災害ボランティアの参加拡大を図ります 
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【介護保険事業】  

１．居宅介護支援事業・介護予防ケアマネジメント事業  

・重度化予防と自律支援を念頭に、利用者の視点に立ったケアマネジメントを実行

します 

・マネジメント機能を発揮し現場力の向上やＩＣＴの効果的な活用に取り組みます 

・独自性を持ちながら、加算取得や稼働率の向上を図り運営の安定化を目指します 

 

２．訪問介護事業・介護予防訪問介護相当サービス事業  

・限られた人材資源を効率的に活用し、多様化するニーズに対応した質の高いケア

を提供します 

・事業継続のための人材確保に努めると共に、腰痛予防対策としてアシストスーツ

を導入し、働きやすい職場環境を整えます 

・定例研修の開催や外部研修の積極的な参加により、知識、技術の向上を図り専門

職として研鑽を深めます 

 

３．地域密着型通所介護事業・介護予防通所介護相当サービス事業  

・ＬＩＦＥ（科学的介護情報システム）を活用した分析結果を基に、現状の利用ニ

ーズに対応した効果的な利用者個別の支援を行います 

・居宅介護支援事業所との連携や事業を通じた地域への広報活動などにより、利用

者の増員に取り組み、運営の安定化を図ります 

 

【障害者総合支援法に基づく事業】  

１．居宅介護事業  

・相談支援専門員など関係機関との連携を密にサービスの提供に努めると共に、利

用者の受け入れ拡大を図ります 

 

２．重度訪問介護事業 

・重度の障害がある方等に身体介護、家事支援等を行い、自分らしく望んだ在宅生

活が送れるよう支援します 

・専門的な対応を求められる支援であるため、職員の研修参加による知識や技術力

の向上を図ります 

 

３．行動援護事業 

・障害に関する理解やコミュニケーション能力を高める等、職員の資質向上を図り、

より良いサービス提供に努めます 

 

４．生活介護事業 

（ケアセンター） 

・研修参加などにより障害に関する知識を高め、利用者個々のニーズに合わせたサ

ービスの提供を目指すと共に、利用者の受入れ拡大を図ります 
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（ひばりの） 

・個別支援計画に基づき利用者一人ひとりのニーズにあったサービスの提供に努め

ると共に、新規利用者の受入れ拡大を図ります 

・利用者が安心して通所し、安定した生活ができるよう、個々に応じた創作的活動

や、作業活動の機会の提供に努めます 

 

５．障害者日中一時支援事業 

・利用ニーズに応じ受け入れを継続実施していきます 

・安心して利用できるよう保護者と連携を図り、日中一時支援の提供を行います 

 

 

【砂沼荘運営事業】 

１．施設の利用拡大と各種講座等による健康増進 

・利用者の健康増進に繋がるような多種多様な講座を積極的に開催します 

  ・各種講座やイベントの企画、ニュースポーツなどを導入し利用の拡大を図ります 

  

２．福祉サービスの充実 

  ・誰もが気軽に砂沼荘に立ち寄り、楽しい日々を過ごしていただけるよう福祉サー

ビスの向上発展を目指します 

・小、中学生や子育て世代等の幅広い年齢層の多様なニーズに対応できる施設づく

りとサービスの充実を目指すとともに、利用促進のため施設の PR に努めます 

 

 


